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成長力を引き出し、地方創生を支える社会資本整備

社会資本は、将来にわたって、国民の安全・安心、持続可能な地域社会、経済成長の基盤となる。人口減少・少子高齢化の
中で、成長力を引き出し、地方創生を支える社会資本整備を、戦略的・計画的に進めていく。

地方創生の実現

これらの戦略的・計画的な社会資本整備を支えるため、中長期的な見通しの下、安定的・持続的な公共投資
が必要不可欠。その際、資材価格や労務費等を適切に反映し、必要な事業量を確保する必要。

➣ まちづくりと交通に一体的に取り組み、日常の行動圏内で必要なサービスを享受できるようにするとともに、多様な地域資源を
活用して人びとが集まりにぎわう「稼ぐ場」を創出し、広域ネットワークにより地域の経済圏を拡大する。

誰もが安心して住み続けられる、にぎわいと活力のある地域を形成

➣ 生産年齢人口の減少に対応し、建設業、運輸業の処遇改善や働き方改革を進めるとともに、新技術の導入・DXにより、生産性を向上する。

インフラの整備や維持管理・運営を支える建設業、運輸業等の担い手を将来にわたり確保

➣ 能登半島地震等の教訓も踏まえ、土地利用も含むハード・ソフト一体の「事前防災」を進める。また、災害時に自治体を支援す
る体制を処遇面も含め強化し、新技術等を活用して防災対策の効率・効果を最大化する。

➣ 「予防保全型」メンテナンスへの転換に向けて、新技術等を最大限活用して点検・診断を確実かつ効率的に実施し、優先度に
応じた対策を加速する。また、広域連携等によりメンテナンス体制を強化し、地域の将来像を踏まえた集約・再編を進める。

激甚化・頻発化する災害や切迫する巨大災害、インフラ老朽化のリスクに強い経済・社会を実現

➣ 生産性向上や観光産業等の発展を支える強靭で効率的な人流・物流ネットワークの整備等を計画的に進める。また、世界的な
不確実性の高まりを踏まえ、国家プロジェクト等の産業立地に対応した機動的なインフラ整備等により、強靱な国内経済基盤を構築する。

➣ 暮らし・移動の脱炭素化と関連産業の育成、多様な機能を有する自然資本財（グリーンインフラ）を活かした質の高いまちづ
くり、再生資源を利用した生産システムの構築等を進める。

民間投資がけん引する成長型経済への移行、脱炭素型経済への転換を実現

安全・安心の確保

潜在成長力の強化、グリーン社会への移行

担い手の確保、新技術等の推進
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誰もが安心して住み続けられる、にぎわいと活力のある地域 【参考】
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〇 地域に暮らすあらゆる人が日常の行動圏内で必要なサービスを享受できるよう、交通とまちづくりが一体となって持続可能な都市構造へ
の転換を進める。また、子ども・子育て世代をはじめ、あらゆる人が安全・安心して移動、生活できる空間を整備する。
○ 地域の多様な人材や資源を活かして地域の賑わいや活力を創り、地域の経済圏を広域ネットワークにより拡大し、都市においても地方に
おいても楽しく、安全・安心に暮らせる社会を実現する。
○ 二地域居住などの地方創生に取り組む自治体を伴走支援する体制も充実。

■ まちの現状等を「見える化」し、都市の集約化を加速。
■広域での計画策定を誘導。

■広域ネットワークにより地域の経済圏を拡大

■障害者、高齢者、子ども・子育て世代をはじめ、あら
ゆる人が安全・安心に移動、生活できる空間を整備。

■R7年度～R9年度を「交通空白解消・集中対策期間」として
「取組方針」を定め、「地域の足」、「観光の足」確保に向けた取
組を総合的に後押し。

■日常行動圏内に生活関連サービスを集積。その周辺に居住を
集約・誘導し、交通アクセスを総合的に確保。

・市街地人口密度(人/ha)
・公共交通沿線人口割合（%）

＜期待される効果＞
・住民や関係者の協力
・居住や生活サービス施設の集積
・取組が進んでいない市町村への
後押し

まちづくりの健康診断 ～まちの現状や見通しを「見える化」

・・・

（例）三陸沿岸道路の整備により輸送時間が短縮
され、加工品の生産・出荷に余裕ができ、販路
も拡大

＜目指す地域の姿のイメージ＞

■二地域居住者と地域コミュニティ、住まい・なりわいをつなぐ
取組を支援

支援
団体

UIJターンを含む
若者・子育て世代等

・ 歴史まちづくりと一体で、官民連
携により町家群を再生

・ 企業、学生、研究者等が集まる場
を地方都市の中心市街地に整備

・ 水辺空間を利活用し、市民の交
流や観光を促進

・ こどもたちのアイデアを取り入
れた公園
・ 生活道路における人優先の安
全・安心な通行空間
・ 踏切道の立体交差化 等

＜コンパクト＋ネットワーク化の効果(モデル:宇都宮市) ＞
都市構造の転換により、都市施設の維持管理費を削減

（参考）「都市のコンパクト化が
財政及び環境に与える影響に
関する研究」 (森本、2011)

現在 転換後

-23.8%

■地域の遊休資産や自然・歴史等の資源を活用して、
人が集まり交流する場や、付加価値の高い観光地を創る。

（例）

（例）
・地域交流、福祉、飲食などの機能を駅前の複合施設に集約
・将来像を踏まえた公共交通の利便性向上（LRTの整備） 等

地域コミュニティ
の紹介
住まい、仕事の
マッチング等

複数市による公共ライドシェア
（茨城県つくば市、土浦市、下妻市、牛久市）

体験農業や文化活動等への参
加を通じて、二地域居住者と地
域住民が交流する事例が拡大

・ 民間の知見・技術等の活用
・ 複数自治体・事業者による共同化・協業化等の推進 等

日本版ライドシェアの導入
(山形県尾花沢市）

気仙沼市⇔釜石市
（開通前） 90分
（開通後） 60分（30分短縮）

■地域支援アドバイザー制度（自治体の伴走支援）
本省補佐が勤務時間の１～２割程度を使って市町村
にアドバイス（R6.10～国交省独自施策）



〇 「予防保全型」メンテナンスへの早期転換に向けて、今後策定予定の国土強靱化実施中期計画も踏まえ、新技術やデータを最大限活用して定期的な
点検・診断等を確実かつ効率的に実施し、施設の不具合の早期解消を図るほか、まちの将来像を踏まえた集約・再編等「インフラの再構築」も進め、将来
的な持続可能性を確保。

○ その際、技術者が不足する自治体における体制構築のため、複数自治体のインフラを「群」として捉え、官民連携手法も活用して管理する取組を普及させると
ともに、自治体や住民に対して、メンテナンスの重要性の意識を高めるための啓発等も進める。

○ さらに、八潮市における道路陥没事故に係る有識者検討会の結果も踏まえて対策を着実に実施する。

持続可能なインフラマネジメントの実現 【参考】

＜建設後50年以上経過する社会資本の割合＞

■複数自治体が連携して広域のインフラを管理
※改正道路法に関連規定を盛り込み

■高度な技術を要する工事等を国が代行
■「インフラメンテナンス国民会議」を通じた啓発等により、自治体や住民
の意識を高める

・ まちづくりの計画とインフラ老朽化対策の計画を
一体的に検討・策定

＜将来の維持管理・更新費用の見込み＞ ＜市区町村の技術職員不足＞

■その他のインフラについても、定期的な点検・診断を確実かつ
効率的に実施し、緊急度に応じて修繕等を加速化

■地域の将来像を踏まえたインフラの集約・再編等■「八潮市における道路陥没事故を踏まえた有識者検討会」の
緊急提言を踏まえ、下水道管路の「全国特別重点調査」と緊
急改築を実施

※有識者検討会の結果も踏まえて
対策を着実に実施

目標を掲げて新技術の活用や

集約・撤去等に取り組むよう、

ガイドライン等の充実や優先的

な支援等により後押し

＜道路橋の集約・撤去等を検討した自治体の割合＞

■点検・診断を効率化・高度化できるよう、新技術の活用や維
持管理データの蓄積・共有等を進める

参考：君津市HP

30年間の合計
（2019～2048年度）

約280兆円事後保全

約190兆円予防保全

2040年３月2030年３月2023年３月

約75%約54%約37%道路橋

約65%約42%約22%河川管理施設

約34%約16%約7%下水道管渠

約68%約44%約27%港湾施設

＜メンテナンスサイクルの構築＞

各施設管理者が点検・
診断結果に基づいて、
計画を策定・更新し、

優先度等を踏まえ順次
修繕等を実施

＜ドローンによる橋梁点検＞

上位5%

漏水確率ランク

5%+～25%

75%+～100%
50%+～75%
25%+～50%

管路情報

漏水情報

環境データ

＜AIによる水道管の劣化度評価＞

職員の暗黙知
経験則・記憶

1,536団体
(86%)

252団体
(14%)

228団体
(13%) 検討未実施

検討実施

R5年度末R元年度末

2024

「予防保全型」メンテナンスにより、
30年間の維持管理・更新コス
トを累計で約３割縮減可能

1,560
団体

(87%)

事後保全型 約9000万円

予防保全型 約6400万円

道路トンネルの維持管理コスト
縮減効果の試算例

(青森県深浦町 岩崎トンネル)

50年間で累計
2600万円縮減

市区町村における土木部門の職員数の推移

橋梁を新設

撤去橋梁

撤去橋梁

水害に強い地域づくりと一体となった橋梁の集約
（京都府福知山市）

福知山市大江支所
大江駅
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＜地域インフラ群再生戦略マネジメント＞

出典：国土地理院

大阪府 貝塚市

奈良県 宇陀市

和歌山県

広島県
広島県 三原市

北海道 幕別町

秋田県 大館市

滋賀県 草津市

※代表自治体のみ記載

兵庫県 養父市

島根県 益田市

山口県 下関市

【垂直連携】

【垂直連携】

＜単独＞

【水平連携】

【水平連携】

【水平連携】
【水平連携】

【水平連携】

＜単独＞

＜単独＞

＜単独＞

年度内に「手引き」を策定

モデル地域（11件、40自治体）

＜ケース２：多分野連携＞
多分野のメンテナンスをまとめて実施

道路 公園
上下水道 河川 etc…

＜ケース１：広域連携＞
一つの市区町村がリードし、複数市区町村で連携

Ａ市
Ｃ村

都道府県がリードし、管内の市区町村と連携
Ａ県
C町

etc…

Ｂ市 D村

Ｂ町

Ａ市



〇 能登半島地震など災害の教訓を踏まえ、今後策定予定の国土強靱化実施中期計画に基づき、土地利用も含むハード・ソフト一体となった
「事前防災」を強化し、激甚化・頻発化する自然災害や切迫する巨大災害に対して強靱な経済社会活動の基盤を築く。

○ また、大規模災害時に自治体を支援する体制や、官民が協力する物資輸送の体制を強化するとともに、災害対策の効率・効果を最大化で
きるよう、データの整備や新技術の利活用等を加速する。

災害のリスクに強い経済社会の構築

＜防災・減災、国土強靱化の取組の効果＞
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短時間強雨の発生が増加し、洪水発生頻度が増加見込み

【参考】

■大規模災害時に自治体を支援する体制（含む処遇面）
や、官民が協力する物資輸送の体制を強化する

■ データの整備や新技術の利活用等を加速し、災害対策
の効率・効果を最大化する

■ あらゆる関係者の協働により、土地利用も含むハー
ド・ソフト一体の流域治水を加速化・深化し、災害
に強いまちづくり・地域づくりを進める

■災害時に機能する陸海空のネットワークを構築するとともに、
港湾・空港、公園・道の駅等防災拠点の機能を強化

事前の対策により、被害を大きく軽減でき、特に人命を守ること
につながるとともに、災害後の復旧や被災者の生活再建等に係
る負担、社会経済活動への影響を軽減できる。

＜激甚化・頻発化する自然災害＞

ドローンによる被災状況調査

＜能登半島地震の教訓＞

港湾の岸壁等の耐震化

災害に強い道路ネットワークの整備
防災用コンテナ型トイレ

広域的な防災拠点機能を持つ
「防災道の駅」

４車線／２車線
区間の盛土崩壊事例

・ 過去の災害等を踏まえ対策がされた施設は被災が軽
微にとどまった一方、耐震化等が実施されていない施
設は被災により復旧が長期化。

・ ４車線区間では、一部で盛土の崩落が生じたものの交
通機能が喪失することはなかった。

上下水道の基幹シス
テムの被災状況

※今通常国会提出法案に以下を
位置づけ
・ 道の駅、港湾の防災拠点機能
の強化
・ 官民連携による港湾の気候変
動適応（協働防護）
・ 道路啓開計画の策定
・ 空港、水道の工事代行 等

臨海部の倉庫での支
援物資の仮置き

災害リスクの実情・緊急性や防災上の重要性等を踏まえ、優先順位をつけて対策を実施

TEC-FORCEと建設業者が
連携した道路の緊急復旧

等
４車線区間 ２車線区間

流域治水の加速化・深化

洪水
発生頻度

流量降雨量
気象変動
シナリオ

約2倍約1.2倍約1.1倍2℃上昇相当

[１時間降水量50mm以上の年間発生回数]
（アメダス1,300地点あたり）

（令和元年東日本台風（台風19号）での阿武隈川の事例）

非耐震強化岸壁

耐震強化岸壁

支援物資
の仮置き

3D都市モデルを活用した浸水
シミュレーションの三次元可視化



潜在成長力を強化し、グリーン社会への移行を支えるインフラ整備 【参考】

〇 企業の生産性向上や国内外の交流等を支える強靭かつ効率的な物流・交通ネットワークの構築を進めるとともに、グローバルな環境の変化も踏まえ、
戦略分野の国家プロジェクト等の周辺インフラ整備や、国民生活・社会経済上重要なインフラの強靭化・セキュリティ強化を進める。
また、民間資金を活用して、国内外から付加価値の高い企業や人材を惹きつける都市環境の整備等を進めるとともに、インフラ関連産業の拡大と競
争力強化に向け、PPP/PFIや、整備・運営一体のインフラ海外展開を進める。

民間資金を活用し、国内外から付加価値の高い
企業や人材を惹きつける施設や環境等を整備

5

企業の生産性向上や国内外の交流等を支える強靭かつ
効率的な人流・物流ネットワークを計画的に整備 戦略分野の国家プロジェクトや地域経済を支える産業

立地に対応して周辺インフラを重点的・戦略的に整備
＜優良な民間都市開発プロジェクトの例＞

PPP／PFIや、整備・運営一体のインフラ海外展
開を進める

成田国際空港の滑走路新設・増設
〇 暮らしやまちづくり、交通等、幅広い分野を所管する国土交通省の総力を挙げて、脱炭素経済への転換や、自然資本財の潜在価値の発揮
につながる官民の投資を促進する。

低炭素な移動手段の普及拡大、スマートシティ、
公共交通を軸としたまちづくり
水素等の受入・供給環境を港湾等に整備

道路や港湾等の空間を活用して再
生可能エネルギーの供給を拡大

建設プロセスから維持管理・運用まで、インフラの
ライフサイクル全体で脱炭素化

多様な機能を有する自然資本財（グリーンインフラ）
を活用して地域づくり

グリーンインフラへの投資拡大に向けて、生産性向上
等の多様な効果を「見える化」

下水汚泥資源の肥料・エネルギー利用、港湾を
核とする広域的な資源循環ネットワークの強化等

建設廃棄物を同種の製品として再生・利用する
「水平リサイクル」等、建設リサイクルを高度化

シェアサイクルの充電サイクル
ポートの設置

日本橋川沿いエリアの再開発 グラングリーン大阪
（出典）首都高速道路日本橋区間地下化事業課パンフレットより

再生アスファルト合材 道路舗装（表層・基層）アスファルト・コンクリート塊

水平リサイクルのイメージ

ウォーターPPP（コンセッション方式と管理・
更新一体マネジメント方式の総称）の推進

都市交通システムの運行・保守の受注
（ドバイメトロ）

国民生活や経済活動上重要な物資等のサプライチェーン
を支えるインフラの強靭化やセキュリティ強化

※今通常国会で、道路の脱炭素化の推進、洋
上風力発電の導入促進に向けた港湾の利用
調整に関する規定を盛り込んだ改正法が成立

港湾における液化水素の
荷役実証

自然環境を活用した流域治水（円山川）

（出典）三菱重工

地域の再エネを活用し
た公共交通（LRT）の
運行（宇都宮市）

約34 50

約49
約49

首都圏空港の機能強化

約83
約100

成田

羽田

(R2.3.29
以降)

(R10度末
目途)

・三大都市圏等の環状道路の整備
・大規模・大水深のコンテナターミナルの整備
・地域の産業振興、まちづくりとも連携した
物流拠点の整備

外環

圏央道

C1

・成田空港の機能強化
・新幹線ネットワークの構築
・クルーズ船の受入機能強化 等

（発着容量拡大）

大水深・高規格
コンテナターミナル

新本牧ふ頭

本牧ふ頭
ロジスティクス施設

供用中
事業中
調査中

治水容量

発電容量等

雨が降らない予測→貯水位を上昇

洪水前→貯水位を低下

治水機能強化と水力発電促進の
両立を推進

ハイブリッドダムでの治水容量
・発電容量等の柔軟な運用

遊水地整備と合わせて
大規模な湿地環境を創
出し、地域の価値を向上

内閣府公表資料から作成

（例）半導体製造工場周辺のアクセス道路整備

新千歳
空港

道央
自動車道

高規格道路
一級国道

（万回/年）

周辺道路
の整備

（発電施設も増強）



社会資本整備の担い手の確保、新技術・ＤＸの推進 【参考】

○ 社会資本の整備・維持管理・運営の担い手である現場の労働者が希望を持って働き、将来にわたって確保・育成されるよう、新技術導入や
DX等により生産性を向上するとともに、技能や労働環境に見合った適正な水準の賃金が支払われるよう処遇の改善を進める。

○ 社会資本整備を戦略的・計画的に進めていくためには、資材価格や労務費等を適切に反映した安定的・持続的な公共投資が必要不可欠。
これは、民間企業に計画的な人材確保・育成やＤＸ等の投資を促し、将来にわたって供給力を確保することにもつながる。

6

処遇改善や労働環境の適正化に向け、業界団体や
自治体に働きかけ等を進める

建設業団体との賃上げ等に
関する車座（R7.2.14）

荷主等に対する適正運賃
・料金収受に関する働きかけ等

港湾ターミナルの運営をAIが支援

建設施工の自動化、BIM/CIMの利活用
等により、生産性や安全性を向上する

安定的・持続的な公共投資により、民間企業の予見性を確保し、計
画的な人材確保・育成やDX投資等を促進。
資材価格や労務費等を適切に反映し、必要な事業量を確保。

自動運転トーイングトラクター
（レベル４）ヒトを支援するAIターミナル

中
央
建
設
業
審
議
会
が

「
労
務
費
の
基
準
」

を
作
成
・
勧
告

著しく下回る
見積り・契約を

禁止 i-Construction2.0
（目指す姿）

トラック・物流Gメンによるヒアリング・周知

施工の自動化により、一人のオペレー
ターが複数の建設機械を遠隔で管理

出典：日野自動車HP
自動運転トラック

荷役作業等の機械化・自動化

多様な輸送モードを活用

自動物流道路（イメージ）

95.0

105.0

115.0

125.0

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

コロナが収束した2020年から
20%上昇（年率約5%）

＜建設工事費デフレーターの推移＞

⇒中長期的な担い手の確保が必要

構成比
25.8％60歳以上
11.7％30歳未満

必要な技能や厳しい労働環境に見合った賃金が
支払われるよう、ルールを整備の上、実効性を確保

• 自動物流道路の実装

• 内航フェリー、RORO船ターミナルの機能強化
• 鉄道貨物における31ftコンテナの取扱拡大

等データ連携等によりインフラの機能を高度化

＜賃金水準＞

ジェンダー主流化に向け、女性が働きやすい環境を構築

＜建設業技能者の高齢化＞

・社外を含む女性ネットワーク
の構築（JR東日本）

キャリア観が合うワーママ同士で悩みを相談

ターミナルオペレーションの最適化 RTGの遠隔操作化

熟練技術者の暗黙知の継承

外来トレーラの自動化
荷役機械の予防保全

コンテナターミナルゲートの自動化
（コンテナダメージチェックの効率化）

コンテナ搬出入能力の向上
（CONPAS）

（2024年度）

空港に自動運転車両
を導入

必要な輸送力に対する過不足率
2030年度
（試算）

2024年度
実績試算

▲34%▲14%▲14%対策を講じない場合
+0.6%

（+34.6%）
-0.4%

（+13.6）
＋0.5%
（+14.5）

対策を講じた場合
(対策による押上効果)

＜今後の輸送力の見通し＞

「2030年度に向けた政府の中長期
計画」を踏まえた対策により、輸送
力不足に対応


